
農業委員会事務局　令和２年度　局運営方針（案）
１．主な現状と課題

農業者の高齢化や後継者不足など、農業を取り巻く環境が非常に厳しい状況に

ある中、都市農業の振興と発展を図るためには、農業の持つ多面的な機能を生か

しながら、限られた資源である農地を適正かつ効率的に利用することが求められ

ています。

令和２年度には、農業委員及び農地利用最適化推進委員が改選されることか

ら、改めて委員に対する研修等を実施し、農業委員会の活動を通じて、担い手へ

の農地利用の集積・集約化や遊休農地の発生防止・解消、さらには、新規参入の

促進など、農地利用の最適化を推進していく必要があります。

（１）認定農業者等の担い手の確保

効率的で安定的な農業経営を目指す担い手の確保と新規就農者の参入の促進

を、農業委員、農地利用最適化推進委員の支援のもとで進めていく必要があり

ます。

（２）農地の効率的な利用の促進

農地面積が減少する中、農地の適正かつ効率的な利用を促進するため、利用権

の設定等を通じて、担い手への農地利用の集積・集約化や遊休農地の発生防止・

解消を図る必要があります。
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２．基本方針・区分別主要事業

（１）農地法等の法令業務を適正に執行し、優良農地の保全を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明

1 農業委員会運営事業 36,044 36,018 総会や研修の実施等、農業委員会全体の運営

〔農業振興課〕 (28,844) (28,667) に関する活動及び情報の発信

2 農地利用調整事業 2,828 2,791 農地の権利移動及び転用許可等の事務

〔農地調整課〕 (2,009) (2,003)

（２）農業委員と農地利用最適化推進委員の活動を通して、農地利用の最適化を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明

3 農地利用最適化推進事 10,204 11,359 利用権設定事業、農地利用状況調査等による

業 (8,070) (9,298) 農地利用最適化の推進

〔農業振興課〕 　

農地法等の法令業務を適正に執行し、優良農地の保全を図るとともに、担い手への農地

利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進による農地利用の最適

化の推進を農業委員と農地利用最適化推進委員の連携による活動を通して進めます。

○○○･･･
○○○･･･
○○○･･･

農地法等の法令業務を適正に執行し、優良農地の保全を図るとともに、担い手への農地

利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進による農地利用の最適

化の推進を農業委員と農地利用最適化推進委員の連携による活動を通して進めます。

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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３．見直し事業一覧
（単位：千円）

課名 見直し事業名
見直しの理由及び内容

（代替事業等があれば記載）
コスト
削減額

農業振興課 農地台帳の電子化

前年度の農地台帳をマイクロフィルムに撮影し、それを
ＤＶＤにして保存していたが、利用頻度が低いことか
ら、農地台帳の電子化を止めて紙で保存することとする
ため、予算計上を廃止する。

△ 199
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 17款

19款

-

＜主な事業＞

１ 35,136

２ 908

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 19款

-

＜主な事業＞

１ 1,770 [参考]

２ 1,572

３ 6,862

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 7,179

　農業委員会等に関する法律及び農地法その他の法令に基づき、農業委員会の運
営及び活動に関する事務を行います。

一般財源 28,844

局/部/課 農業委員会事務局/農業振興課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費 使用料及び手数料 21

事務事業名 農業委員会運営事業 予算額 36,044

前年度予算額 36,018

増減 26 

広報誌の発行

　農業に関する法律・施策等の情報や農業委員会の活動
などを掲載した「農業委員会だより」を発行します。

農業委員会の運営

　年間業務計画等を審議するため、定期総会を開催する
など、農業委員会の運営に係る事務を行います。

局/部/課 農業委員会事務局/農業振興課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費 県支出金 2,134

事務事業名 農地利用最適化推進事業 予算額 10,204

前年度予算額 11,359

増減 △ 1,155 

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 8,070

　農地利用の最適化を推進するため、担い手への農地利用の集積・集約化、遊休
農地の発生防止・解消、新規参入の促進に係る事務を行います。

　農地情報を管理する農地・農家台帳システムの保守・
運用を行います。

農地台帳の整備

　農地に関する情報の収集・整理・提供を目的に農地台
帳を整備します。

農地・農家台帳システムの管理

農地利用最適化の推進

　担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地の発生
防止・解消、新規参入の促進に取り組みます。

農業委員等による利用状況調査
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 24款

＜主な事業＞

１ 431 [参考]

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 17款

19款

-

＜主な事業＞

１ 2,139

２ 95

３ 594

局/部/課 農業委員会事務局/農業振興課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費 諸収入

事務事業名 農業者年金業務事業 予算額 431

前年度予算額 420

増減 11 

431

＜事業の目的・内容＞

　独立行政法人農業者年金基金法に基づき、農業者年金事務を行います。

農業者年金の加入推進

　農業者年金制度の周知、相談等を行い、加入推進を図
ります。

局/部/課 農業委員会事務局/農地調整課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費 使用料及び手数料

事務事業名 農地利用調整事業 予算額 2,828

前年度予算額 2,791

増減 37 

225

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 594

　優良農地を確保し、その効率的な土地利用を調整するとともに、農業生産力を
維持し、農業経営の安定を図るため、農地法その他の法令に基づき、農地の権利
移動及び転用に係る審査事務等を行います。

一般財源 2,009

　未貸付農地の除草を行うなど国有農地の適正管理に努
めます。

贈与税及び相続税の納税猶予の証明事務

　贈与税及び相続税の納税猶予に係る証明事務を行いま
す。

国有農地管理

農地法による農地転用等に係る事務

　農地法に基づく農地の権利移動及び転用に係る審査事
務等を行います。

農業者年金加入推進のためのリーフレット
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